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公開買付けの開始に関するお知らせ 

 
当社は、平成 17 年 11 月 2 日開催の取締役会において、中央毛織株式会社（東京証券取引所市場第二部、名古屋

証券取引所市場第二部上場、証券コード 3207、以下「対象者」といいます。）の発行済株式の 11,882,000 株（発行
済株式総数の 51.00％）を保有することを目的として、同社株式 5,497,000 株（同 23.59％）を追加取得するために
同社株式の公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた
します。 
 

記 

 

1. 本公開買付けの目的 

当社及びその子会社等（以下、「当社グループ」といいます。）は、シニアハウジングの供給を中心とした不

動産関連ビジネスを行っております。当社は、東海地区での不動産関連ビジネスにおける基盤を確立すべく、平

成17年10月11日に双日株式会社より対象者の株式を6,385千株取得いたしました。 

当社は、対象者との協業体制をさらに強化することが、経営資源の相互補完及び有効活用を可能とし、そのシ

ナジー効果により、両者の企業価値のさらなる向上を期待できると考え、このたび、対象者株式を追加取得する

ことといたしました。 

当社と対象者は、本公開買付けによる株式取得後においては、対象者を当社グループの東海地区での中核企業

として位置づけていくという考えで一致しており、平成17年11月2日開催の対象者の取締役会において、本公開

買付けについて、賛同する旨の決議が為されております。 

対象者は、東京証券取引所市場第二部及び名古屋証券取引所市場第二部に上場しておりますが、当社は、本公

開買付けにおいて買付けを行う株式数に上限を設定しており、本公開買付けが成立した後も、引き続き東京証券

取引所市場第二部及び名古屋証券取引所市場第二部への上場は維持される見込みです。 



 

2. 本公開買付けの概要 

(1)対象者の概要 

① 商 号      中央毛織株式会社 

② 本 店 所 在 地      名古屋市中区錦１丁目３番４号 

③ 代 表 者      取締役社長 長谷川 伸八 

④ 設 立 年 月 日      昭和 17 年 4 月 30 日 

⑤ 資 本 金      2,357 百万円（平成 17 年 6 月 30 日現在） 

⑥ 事 業 概 要      繊維製品の製造・加工・販売ならびに不動産賃貸業 

⑦ 大株主構成及び所有比率 （平成 17 年 6 月 30 日現在） 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式の

総数に対する

所有株式数の

割合（％） 

 双日株式会社  東京都港区赤坂6丁目1番20号 6,385  27.41 

 御幸ホールディングス株式会社  名古屋市西区市場木町390番地 1,705  7.31 

 株式会社ＵＦＪ銀行  名古屋市中区錦3丁目21番24号 1,061   4.55 

 株式会社みずほコーポレート銀行  東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 690  2.96 

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 659  2.82 

 永和証券株式会社  大阪市中央区今橋1丁目7番22号 600  2.57 

 山田治美  愛知県豊明市二村台2丁目2番地-8 470  2.01 

 日新火災海上保険株式会社  東京都千代田区神田駿河台2丁目3番地 450  1.93 

 日本毛織株式会社  神戸市中央区明石町47番地 408  1.75 

 中央三井信託銀行株式会社  東京都港区芝3丁目33番1号 400  1.71 

計 － 12,830  55.06 

(注１) 対象者は、平成17年10月３日に主要株主の異動に係る臨時報告書を提出しました。その内容は以下のとおりであります。 

①主要株主になるもの 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数(千株) 発行済株式の総数に対する

所有株式数の割合(％) 

双日ホールディングス株式会社 東京都港区赤坂六丁目１番20号 6,385 27.41

(注) 平成17年10月１日に双日株式会社へ商号変更 

②主要株主でなくなるもの 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数(千株) 発行済株式の総数に対する

所有株式数の割合(％) 

双日株式会社 東京都港区赤坂六丁目１番20号 6,385 27.41

(注２) 対象者は、平成17年10月12日に主要株主の異動に係る臨時報告書を提出しました。その内容は以下のとおりであります。 

①主要株主になるもの 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数(千株) 発行済株式の総数に対する

所有株式数の割合(％) 

株式会社ゼクス 東京都新宿区四谷四丁目28番４

号 

6,385 27.41

②主要株主でなくなるもの 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数(千株) 発行済株式の総数に対する

所有株式数の割合(％) 

双日株式会社 東京都港区赤坂六丁目１番20号 6,385 27.41

(注３)平成17年10月21日付（報告義務発生日平成17年10月18日）で株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣより大量保有報告書が関東財務局

長に提出されております。その内容は以下のとおりであります。 

大量保有者名 保有株式数 株式保有割合 

株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣ 3,000,000 株 12.88％ 

 

 



⑧ 最近の事業年度における業績動向 （百万円） 

決算年月 平成 14年 12月期 平成 15年 12月期 平成 16年 12月期 平成17年6月中間期

売上高 3,283 3,093 3,086 1,326

営業利益 490 410 545 253

経常利益 407 320 457 205

総資産 16,955 16,939 16,870 16,597

株主資本 4,924 5,287 5,666 5,659

⑨ 当社との関係 

当社は、対象者株式 6,385,000 株（所有比率 27.41％）を保有しております。 

(2)買付けを行う株券等の種類 ：普通株式 

(3)公開買付期間 ：平成 17 年 11 月 4 日（金）～平成 17 年 11 月 24 日（木） 

(4)買付価格 ：１株につき金 353 円 

(5)買付価格の算定の基礎 ：当社が提示する１株当たり 353 円の買付価格は、対象者普通株式の東京証

券取引所における平成 17 年 10 月 31 日までの１ヶ月間の株価終値の平均

342 円に約３％のプレミアムを加えた金額となります。 

(6)買付予定株数 ：5,497,000 株 

  (注) 応募株券の総数が買付予定株数を超えないときは、応募株券の全部の買付けを行います。応募株券の総数が買

付予定株数を超えるときは、その超える部分の全部又は一部の買付けは行わないものとし、証券取引法第 27

条の 13 条第５項及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 32 条に規定するあ

ん分比例の方式により、株券の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。また、単元未満株式及び対象

者が保有する自己株式については、本公開買付けの対象としておりません。 

(7)公開買付けによる所有株式数の異動 

買付前所有株式数 6,385,000 株（所有比率：27.41％）

買付後所有株式数 11,882,000 株（所有比率：51.00％）

(注)所有比率は、平成 17 年 6月 30 日現在の対象者の発行済株式総数 23,297,848 株を基準に算出しております。 

(8)公開買付開始公告日 ：平成 17 年 11 月 4 日（金） 

(9)公開買付代理人 ：三菱ＵＦＪ証券株式会社 

(10)買付けに要する資金 ：1,940,441,000 円 

 

3. 対象者との本公開買付けに関する合意の有無 

本公開買付けは、対象者の賛同を得ております。 

 

4. 今後の見通し 

本公開買付けが成立した場合、対象者は当社の連結子会社となります。今期の業績予想に対する影響は軽微

と見込まれますが、確定次第あらためて公表いたします。 

 

以上 
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